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1.  22年9月期の業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 5,825 5.9 203 △2.3 196 1.6 206 ―

21年9月期 5,499 △12.9 208 ― 193 ― △698 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 1,439.56 ― 16.4 8.1 3.5
21年9月期 △4,879.52 ― △46.8 5.9 3.8

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  ―百万円 21年9月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 2,344 1,372 58.5 9,546.45
21年9月期 2,479 1,155 46.6 8,073.16

（参考） 自己資本   22年9月期  1,372百万円 21年9月期  1,155百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 529 △227 △467 46
21年9月期 439 192 △567 211

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年9月期 
（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年9月期の業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,399 △15.3 50 △59.9 53 △55.7 40 △63.0 282.98

通期 5,059 △13.1 189 △7.1 195 △0.5 170 △17.8 1,183.04
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

 詳細は、21ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

 １株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 143,766株 21年9月期 143,166株

② 期末自己株式数 22年9月期  ―株 21年9月期  ―株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を
前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の５ページ「１．経営成績 次期の見通し」を参照してください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度において当社は①製造小売モデル事業の拡大、②商品開発力強化、③製造原価の改善を主要課題に事

業を推進してまいりました。 

 同時に、小売事業は商品力と販売力に経営資源を注力すれば効果的に業容拡大が見込まれ、結果、企業価値拡大

に繋がる事業であるため、外部環境の厳しい卸売事業・外食事業を大幅縮小し、今後は製造小売（豆腐版SPA）事業

に経営資源を集中するタイミングを検討してまいりました。 

 第３四半期累計期間までに小売事業が計画比120％と順調に推移していることもあり、第４四半期は平成23年９月

期に製造小売事業に選択と集中するための準備時期のタイミングと判断し、卸売事業及び外食事業は撤退に向けて

大幅縮小を開始しました。 

 結果、９月末で計画どおりスーパー等の流通関係の取引先と取引を終了したことに加えて、外食事業もテストキ

ッチンとしての役割を持つ直営１店舗を残し、残り５店舗の直営店舗は10月以降にフランチャイズとすべく準備を

進めました。加えて、生産体制も今後の製造小売事業に見合う体制を再構築すべく準備を推進しました。結果、平

成23年９月期は10月１日より製造小売（豆腐版SPA）事業に経営資源を集中できる体制が整いました。 

 一方で第４四半期会計期間の業績は、小売事業を中心に推し進めてまいりましたが、７月中旬以降に想定を上回

る猛暑等の天候不順の影響により、顧客単価は計画の範囲内で推移したものの、来店顧客数が計画比80%以下と大幅

に下回ったため、第４四半期会計期間の小売事業売上高は計画未達となりました。また、卸売事業及び外食事業は

９月末での大幅縮小を前提とする計画に修正していたため、ほぼ想定どおりとなりました。 

 利益につきましては、小売事業の売上計画未達に伴う売上総利益減少分が営業利益及び経常利益に影響したこと

に加えて工場も製造体制の再構築に伴い、一時的に人件費が増加したこと等による製造原価上昇も要因となり利益

が計画を下回ることとなりました。 

 以上の結果、当事業年度の売上高は 千円（前事業年度比5.9%増）、営業利益は 千円（前事業年

度比2.3％減）、経常利益は 千円（前事業年度比1.6％増）、当期純利益は 千円（前事業年度は当期

純損失698,582千円）となりました。 

  

 事業部門別の業績の内訳は、次のとおりであります。 

① 小売事業 

 小売事業につきましては、集客力のある商店街に19店舗、郊外型店舗４店舗、合計23店舗の「三代目茂蔵工場

直売所」直営店舗を出店しました。一方で、売上の拡大が見込まれない２店舗を閉店しました。その結果として

当事業年度末時点での「三代目茂蔵工場直売所」店舗数は直営63店舗、FC100店舗の合計163店舗となっておりま

す。 

 当事業年度につきましては今年度の課題である「製造小売モデル事業の拡大」に経営資源をより一層注力し、

商品力と販売力の強化をテーマに推進してまいりました。 

 特に、第４四半期会計期間については季節的に豆腐類の売上が大きく伸びる時期であるため商品力と販売力の

相乗効果の成果となる顧客数の増加を図りました。しかし、７月中旬以降の猛暑などの天候不順は想定以上に顧

客数の減少に影響しました。具体的には、車利用の顧客の多い商業施設型店舗・郊外型店舗では想定の範囲で顧

客数は推移しましたが、店舗数で70％以上を占める商店街型店舗では計画比80％以下となり顧客数の減少がその

まま売上の計画未達の主要因となりました。 

 この様な外部環境が厳しい中でも、来店顧客に対しては毎月配布している「茂蔵新商品情報」を活用しながら

豆腐料理のレシピや食べ方の提案を積極的に案内し、顧客の来店頻度の向上に努めました。また、新商品も含め

て販売数量、販売時期、販売期間等をマネジメントすることにより鮮度感のある売り場作りを徹底しました。 

 一方の商品力につきましては、季節限定の豆腐類をタイムリーに発売することに加えて、海外の委託工場にて

当社の豆腐・おから等の原材料を使用し製造した水餃子・小龍包・中華饅・餃子等の中華点心を輸入し発売を開

始しました。 

 この結果、小売事業の売上高は3,807,024千円（前事業年度比79.0％増）となりました。 

１．経営成績

5,825,157 203,962

196,402 206,774
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② 外食事業 

 外食事業につきましては、雇用環境の悪化に伴う個人消費の低迷が続く厳しい環境の中、内食回帰の傾向が継

続し顧客数、顧客単価ともに増加しにくい厳しい状況が続いております。このような状況下、経営資源を今後は

製造小売（豆腐版SPA）事業に集中する方針のもと、商品開発のテストキッチン及びテストマーケティングの役割

が期待できる直営１店舗を残し、残りの５店舗は10月以降にフランチャイズにする準備を進めてまいりました。

また、既存のFC17店舗のうち当社の方針に則って15店舗でFC契約を解消しました。 

 この結果、外食事業の売上高は481,662千円（前事業年度比37.8％減）となりました。 

③ 卸売事業 

 卸売事業につきましては、消費者の生活防衛意識の高まり、デフレ傾向の継続等により通常の豆腐・揚物・油

揚の取引は競合他社との価格競争が継続しており厳しい状況となっております。 

 このような状況下、スーパー等の流通業者との取引は競争激化に伴い利益貢献が見込まれないことから、９月

末までに取引終了に向け取り組みました。一方で、加工用原材料としての豆腐・豆乳等の業務用取引及び八百屋

等の個人商店向けの窓口となる市場との取引は利益拡大に貢献するため、今後も拡大すべく取引強化に努めまし

た。 

 この結果、卸売事業の売上高は1,536,470千円（前事業年度比40.9％減）となりました。 

 なお、当事業年度の出店状況は、次のとおりであります。 

（単位：店）  

（注）「茂蔵Deli（中食事業）」直営店における７店舗の減少につきましては、「工場直売所」直営店へと業態

を変更したことによるものであります。 

  

 
前事業年度末

店舗数 
増加 減少 

当事業年度末
店舗数 

小売事業 

工場直売所  
直営店   35  30  2  63

ＦＣ店   86  21  7  100

茂蔵Deli 

（中食事業） 

直営店   7  －  7  －

ＦＣ店  10  －  6  4

小売事業計  138  51  22  167

外食事業 三代目茂蔵 
直営店   7  －  1  6

ＦＣ店  17  －  15  2

外食事業計  24  －  16  8

総合計  162  51  38  175
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 次期の見通し（平成22年10月１日～平成23年９月30日）  

 当社は企業コンセプトである「いいものを安く」を実現することで、企業価値の拡大強化に取り組んでまいりま

す。そのために、外部環境が極めて厳しい卸売事業及び外食事業を当事業年度末において事実上撤退し、製造小売

（豆腐版SPA）事業に経営資源を集中する準備を実施してまいりました。 

 次期より「本気力」を年度経営方針として製造小売（豆腐版SPA）事業に特化し、販売機能、生産機能、本部機能

の全ての部門が小売事業の拡大成長のために取り組んでまいります。 

 生産機能に関しては、工場体制を製造小売事業専用に再構築するとともに生産性の高い製造ラインの構築を図

り、消費者の食品への安全・安心への関心により誠実に応える生産体制を構築してまいります。また、商品開発を

強化するために国内外の協力工場を増やすことにより大豆加工製品等の新商品開発を中心に新商品投入のスピード

を上げ、より広い顧客層へ当社ブランドの浸透を図ってまいります。 

 また、本部機能に関しては小売事業の人材教育・販売支援・費用のコントロールを徹底的に実行し業績拡大に努

めてまいります。 

 これらの方針の下で次期小売事業の通期売上高は4,759百万円（当期比25.0％増）を見込んでおります。卸売事業

は業務用卸と市場関連、外食事業はFC向けの卸のみとなり、前事業年度については外食事業774百万円、卸売事業

2,598百万円の合計3,373百万円、当事業年度については外食事業481百万円、卸売事業1,536百万円の合計2,018百万

円の売上高に対し、次期は300百万円と大幅に減少する見込ですが、製造小売（豆腐版SPA）事業の基盤確立によ

り、通期単体業績につきましては、売上高5,059百万円（当期比13.1％減）、営業利益189百万円（当期比7.1％

減）、経常利益195百万円（当期比0.5％減）、当期純利益170百万円（当期比17.8％減）を見込んでおります。 

(2）財政状態に関する分析 

① 当事業年度末における資産、負債及び純資産の状況 

 資産は、 千円（前事業年度末は 千円）となりました。これは主として現金及び預金

千円、売掛金 千円及び有形固定資産 千円等によるものであります。 

 負債は、 千円（前事業年度末は 千円）となりました。これは主として買掛金 千円及び

リース債務204,485千円等によるものであります。 

 純資産は、 千円（前事業年度末は 千円）となりました。これは主として資本金 千

円及び資本剰余金 千円等によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、 千円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果回収した資金は、 千円（前事業年度は439,884千円の収入）となりました。これは主と

して、税引前当期純利益 千円、非資金項目である減価償却費及びその他償却費 千円の計上、売上

債権の減少額 千円、たな卸資産の増加額59,506千円及び仕入債務の増加額 千円等によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、227,502千円（前事業年度は192,030千円の収入）となりました。これは主と

して、有形固定資産の取得による支出123,683千円及び敷金及び保証金の差入による支出116,662千円等によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、467,327千円（前事業年度は567,600千円の支出）となりました。これは主と

して、長期借入金の返済による支出202,461千円、転換社債型新株予約権付社債の償還による支出200,000千円及

びリース債務の返済による支出74,745千円等によるものであります。 

  

2,344,359 2,479,785 46,451

246,194 1,400,663

971,904 1,323,983 473,547

1,372,455 1,155,802 2,710,865

2,611,551

46,451

529,194

153,703 177,984

107,021 152,724
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

(注)各指標はいずれも個別ベースの財務数値を用いて、次の計算式により算出しております。 

  自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。  

２．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 

３．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

４．平成20年９月期におけるキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオ

は、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社では、会社設立以来、配当実績はありません。当面は今後の事業展開に備えるため、内部留保による財務体

質の強化に努める方針であります。 

 しかし、株主に対する利益還元についても重要な経営課題と認識しており、早期に配当可能な財政状態を実現

し、将来的には配当等を通した利益配分を行ってまいりたいと考えております。 

(4）事業等のリスク 

 以下において、当社の経営成績、今後の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生

した場合の対応に努める方針であります。 

① 今後の事業戦略及び出店政策 

 当社は、お客様に「いいものを安く」提供すること、高品質な製品を適正価格で販売するという創設以来の事

業方針に基づき、今後も事業を積極的に進めてまいります。 

 卸売事業及び外食事業については、計画どおり当事業年度末で大幅に縮小し、今後は全社において小売事業に

経営資源を集中する体制作りを推し進めてまいります。 

 小売直営店は、不採算店を閉店する場合においても損失が極めて限定されるよう、出店時に造作を行わないな

ど費用を可能な限り抑えることで相当にリスクは限定されております。 

 出店政策につきましては、小売直営店のみ次期も当期並みの出店を計画しております。出店のための人材採用

や出店地の確保が当社の計画どおりに進捗する保証はなく、計画との大幅な乖離が発生した場合には、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 債権管理について 

 当社は、取引先やFC店に対しての売上債権や売上金の保全に努めますが、当該取引先またはFC店が経営不振等

に陥った場合、当該取引先からの売上債権や売上金の回収が出来ない場合が想定されます。また、直営店舗につ

きましては敷金保証金等の保全に努めますが、当該店舗賃貸者等が経営不振等に陥った場合、敷金保証金等の回

収が出来ない場合が想定され、それらの結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 生産設備について 

 生産設備につきましては、現行保有の設備を増強する計画は無く、また、それらの減価償却費も相応に低下し

てきておりますが、当社の計画通りに販売活動が行われなかった場合には、生産設備も計画通りに稼動せず、当

社の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

 平成20年９月期 平成21年９月期  平成22年９月期

自己資本比率(％)   45.5  46.6  58.5

時価ベースの自己資本比率(％)  33.1  44.5  103.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％)   －  155.0  38.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  －  38.82  177.79
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④ 特定人物への依存 

 当社事業の創始者であり推進者である代表取締役社長樽見茂は、設立以来、経営方針及び事業戦略の決定を行

い、事業運営の中心としての役割を果たしております。同氏に対する依存度が高いため、何らかの理由により同

氏が経営から離れるような事態となった場合には、当社の業績及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

⑤ 当社の管理体制について 

 当社が今後業容を拡大していく際、併せて内部管理体制も強化・充実させていく必要があります。しかし、当

社の事業の拡大や人員の増強に対して、適切かつ十分な組織的対応が出来るか否かは不透明であり、その結果、

当社の事業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 食品衛生の安全管理について 

 当社の事業の多くは、「食品衛生法」の規制を受けており、監督官庁より営業許可を取得しております。当社

では食品販売における衛生管理の重要性に鑑み、法定の食品衛生検査をはじめ、食品衛生責任者の設置、害虫駆

除の定期的実施等により、安全な製商品を顧客に提供するため衛生管理を徹底しております。 

 しかしながら、食中毒等の衛生問題が発生した場合、当社において損害賠償の請求を受けたり、製品回収によ

る損失及びその費用が発生したりするほか、当社のブランドイメージ低下による売上の減少等により、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ フランチャイジーについて 

 当社は、小売事業及び外食事業について、FC展開をしております。それら事業につき、「私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）」、公正取引委員会告示第15号「不公正な取引方法」、公正取引委

員会「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」、「中小小売商業振興法」による規

制を受けております。 

 フランチャイジーになろうとする者に対して契約前に書面を交付し、重要事項について説明することが中小小

売商業振興法により義務づけられております。 

 当社はフランチャイジー候補者との綿密な面談の上でFC加盟店契約を締結しておりますが、フランチャイジー

との間で将来的にトラブルが生じる可能性を否定出来るものではありません。当社では今後もFC加盟店への教

育・指導を継続し、トラブルの防止に努める方針ではありますが、フランチャイジーからの訴訟等が起こった場

合、当社の事業計画及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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 最近の有価証券報告書（平成21年12月22日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略します。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、主に豆腐・豆乳等大豆加工製品の製造販売及び商品の仕入販売、FCの経営管理等を行っており、当社にお

いて製造された豆腐・豆乳等大豆加工製品及び仕入商品を①小売事業、②外食事業、③卸売事業として販売しており

ます。 

 今後の方針といたしましては、企業コンセプトである「いいものを安く」消費者へ提供することにより企業価値拡

大を具現化してまいります。そのためには、販売価格の支配力の低い卸売事業及び外部環境の改善見込が低い外食事

業から撤退し、自ら造り自ら販売することにより拡大成長が見込める製造小売（豆腐版SPA）事業に経営資源を集中

してまいります。 

 また、製造小売（豆腐版SPA）事業を推進する上で重要な課題となる商品開発力と販売力の強化を図ってまいりま

す。そのため「いいものを安く」を主眼にした、大豆たんぱく質をテーマとする消費者の健康に配慮した商品開発力

及び「三代目茂蔵工場直売所」の出店による販売力を両輪として当社のブランド力を強化し企業価値拡大に取り組ん

でまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、外部環境の回復見込の低い外食事業及び価格支配力の低い卸売事業から撤退し、その分の経営資源を拡大

成長が見込まれる小売事業に集中させることで収益の最大化に向けて邁進しております。従いまして、主要な経営指

標といたしましては、本業の儲けを示す営業利益及びその効率性を示す営業利益率を重視しております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社の経営戦略の根幹は、「いいものを安く」消費者に提供し続けることにより、強固な収益基盤と成長を実現し

ていくことです。そのために、①お客様に価値を感じて頂きながら適正な利益を確保するための販売チャネル（製造

小売モデル）を拡大すること、②お客様のニーズに合った、またニーズを喚起出来る製商品をたゆまなく開発してい

くこと、③いいものを安く提供すべく製造原価の低減を図ること、以上を中長期的な経営戦略における主要テーマと

して注力し、小売店による販売チャネルを一層拡大することで、より幅広い購買者層に当社ブランドの認知度を向上

させ、収益基盤をより強固なものとし、持続的な成長を実現し企業価値向上を図ってまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

① 小売事業モデルについて 

 平成23年９月期より製造小売（豆腐版SPA）事業に全ての経営資源を集中し商品力と販売力を両輪に事業拡大を

推進してまいります。その際に販売力を強化するための人材の採用や教育の強化及び直営小売店の出店を加速して

いく上で店舗用地の情報収集能力の強化は重要な課題であると考えており全社を掲げて取り組んでまいります。 

② 新商品開発 

 当社は大豆加工食品を中心に製造販売しておりますので、消費者に支持され、当社ブランド力を高める鮮度感の

ある新商品を開発していくことは、当社事業を拡大する上で重要な課題であると考えております。消費者の健康志

向や安全・安心に適う、また高い品質のものを出来るだけ安価に提供するべく商品開発に鋭意取り組んでまいりま

す。  

③ 製造コストについて  

 製造コストの低減を図るため、今後も更に生産性の向上を図ることは、当社が経営戦略に沿って事業を推進する

上で重要な課題であると考えております。今後も「いいものを安く」提供し続けるために、より効率的な製造工場

運営を推進してまいります。 

④ コンプライアンス体制の強化 

 当社は社会的責任を果たすべく全社的にコンプライアンス体制を整備強化してまいりましたが、当業界を取巻く

消費者の安全・安心志向がより高まる中、製造現場におけるコンプライアンス体制をより強化していくことを特に

注力すべき課題と考えております。そのために単なるコンプライアンス体制の整備強化に止まらず、ひとりひとり

のコンプライアンスに対する意識をより高め、社会的責任を果たせるコンプライアンス体制を確立してまいりま

す。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 211,994 46,451

売掛金 356,855 246,194

商品及び製品 45,974 63,596

原材料及び貯蔵品 41,046 82,930

前払費用 34,025 46,356

繰延税金資産 － 64,263

立替金 30,770 －

短期貸付金 27,580 －

未収入金 3,024 －

その他 792 37,774

貸倒引当金 △12,800 △15,790

流動資産合計 739,263 571,776

固定資産   

有形固定資産   

建物 524,999 543,467

減価償却累計額 △261,288 △292,382

建物（純額） 263,710 251,084

構築物 69,194 68,709

減価償却累計額 △40,171 △43,914

構築物（純額） 29,023 24,794

機械及び装置 1,474,554 1,389,989

減価償却累計額 △1,090,365 △1,067,629

機械及び装置（純額） 384,188 322,360

車両運搬具 8,574 6,354

減価償却累計額 △5,172 △5,296

車両運搬具（純額） 3,402 1,057

工具、器具及び備品 154,323 226,925

減価償却累計額 △91,984 △131,956

工具、器具及び備品（純額） 62,339 94,969

土地 692,883 692,883

建設仮勘定 13,513 13,513

有形固定資産合計 1,449,060 1,400,663

無形固定資産   

ソフトウエア 13,964 2,173

電話加入権 1,008 1,008

無形固定資産合計 14,973 3,181
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 130,205 120,205

関係会社株式 11,289 －

出資金 288 404

長期貸付金 5,720 1,640

関係会社長期貸付金 0 －

破産更生債権等 1,546 1,289

長期前払費用 18,397 35,010

繰延税金資産 － 14,685

敷金及び保証金 101,891 194,066

長期未収入金 8,806 －

その他 － 4,027

貸倒引当金 △1,657 △2,591

投資その他の資産合計 276,488 368,737

固定資産合計 1,740,522 1,772,582

資産合計 2,479,785 2,344,359

負債の部   

流動負債   

買掛金 320,823 473,547

1年内返済予定の長期借入金 64,296 －

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 200,000 －

リース債務 74,745 73,843

未払金 175,190 147,088

未払費用 90,619 88,585

未払法人税等 28,653 36,466

前受金 197 54

預り金 4,606 4,369

前受収益 735 －

株主優待引当金 6,700 8,700

その他 6,034 1,473

流動負債合計 972,600 834,130

固定負債   

長期借入金 138,165 －

リース債務 204,485 130,641

繰延税金負債 6,965 6,965

その他 1,768 167

固定負債合計 351,383 137,774

負債合計 1,323,983 971,904
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,705,926 2,710,865

資本剰余金   

資本準備金 2,606,612 2,611,551

資本剰余金合計 2,606,612 2,611,551

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 10,275 10,275

繰越利益剰余金 △4,167,011 △3,960,236

利益剰余金合計 △4,156,736 △3,949,961

株主資本合計 1,155,802 1,372,455

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － －

評価・換算差額等合計 － －

純資産合計 1,155,802 1,372,455

負債純資産合計 2,479,785 2,344,359
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

製品及び商品売上高 5,429,398 5,786,792

その他の売上高 70,400 38,364

売上高合計 5,499,799 5,825,157

売上原価   

製品及び商品売上原価   

製品及び商品期首たな卸高 28,817 45,974

当期製品製造原価 2,419,793 2,285,453

当期商品仕入高 967,985 1,165,570

合計 3,416,595 3,496,999

他勘定振替高 8,863 26,457

製品及び商品期末たな卸高 45,974 63,596

製品及び商品売上原価 3,361,757 3,406,944

その他の原価 38,306 29,343

売上原価合計 3,400,064 3,436,288

売上総利益 2,099,734 2,388,869

販売費及び一般管理費 1,890,970 2,184,906

営業利益 208,764 203,962

営業外収益   

受取利息 3,062 3,048

補助金収入 5,880 1,237

受取賃貸料 － 3,220

その他 3,630 3,775

営業外収益合計 12,572 11,282

営業外費用   

支払利息 11,239 2,774

為替差損 － 2,777

減価償却費 7,752 －

租税公課 － 6,390

その他 9,047 6,900

営業外費用合計 28,039 18,842

経常利益 193,297 196,402

特別利益   

固定資産売却益 13,814 9,061

貸倒引当金戻入額 7,452 －

特別利益合計 21,266 9,061
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別損失   

固定資産除却損 448 49

投資有価証券評価損 91,252 －

関係会社株式評価損 6,445 22,065

減損損失 262,111 4,379

関係会社株式売却損 420,734 －

貸倒引当金繰入額 74,767 10,130

店舗閉鎖損失 － 4,969

支払補償損失 － 10,000

その他 35,500 168

特別損失合計 891,260 51,761

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △676,695 153,703

法人税、住民税及び事業税 21,886 25,876

法人税等調整額 － △78,948

法人税等合計 21,886 △53,071

当期純利益又は当期純損失（△） △698,582 206,774
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（脚注） 

  

製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費    1,316,746  54.4  1,375,620  60.2

Ⅱ 労務費    514,113  21.3  478,358  20.9

Ⅲ 経費 ※１  589,281  24.3  431,475  18.9

当期総製造費用    2,420,140  100.0  2,285,453  100.0

合計    2,420,140        2,285,453      

他勘定振替高 ※２  346        －      

当期製品製造原価    2,419,793        2,285,453      

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（原価計算の方法） 

 原価計算の方法は、単純総合原価計算であり、期中は予

定原価を用い、原価差額は期末において、製品、売上原価

に配賦しております。 

（原価計算の方法） 

同左 

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費   千円181,877

水道光熱費    千円231,847

消耗品費       千円65,569

産廃清掃費      千円43,293

修繕費 千円12,540

租税公課        千円16,445

リース料     千円10,917

減価償却費   千円93,222

水道光熱費    千円201,345

消耗品費       千円57,035

産廃清掃費      千円31,927

修繕費 千円9,127

租税公課        千円12,161

リース料     千円5,887

※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

貯蔵品の廃棄   千円346

────── 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,705,926 2,705,926

当期変動額   

新株の発行 － 4,939

当期変動額合計 － 4,939

当期末残高 2,705,926 2,710,865

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,606,612 2,606,612

当期変動額   

新株の発行 － 4,939

当期変動額合計 － 4,939

当期末残高 2,606,612 2,611,551

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 10,275 10,275

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,275 10,275

繰越利益剰余金   

前期末残高 △3,468,429 △4,167,011

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △698,582 206,774

当期変動額合計 △698,582 206,774

当期末残高 △4,167,011 △3,960,236

利益剰余金合計   

前期末残高 △3,458,154 △4,156,736

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △698,582 206,774

当期変動額合計 △698,582 206,774

当期末残高 △4,156,736 △3,949,961

株主資本合計   

前期末残高 1,854,384 1,155,802

当期変動額   

新株の発行 － 9,878

当期純利益又は当期純損失（△） △698,582 206,774

当期変動額合計 △698,582 216,653

当期末残高 1,155,802 1,372,455
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △21,632 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,632 －

当期変動額合計 21,632 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 1,832,752 1,155,802

当期変動額   

新株の発行 － 9,878

当期純利益又は当期純損失（△） △698,582 206,774

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,632 －

当期変動額合計 △676,949 216,653

当期末残高 1,155,802 1,372,455
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △676,695 153,703

減価償却費及びその他の償却費 254,030 177,984

減損損失 262,111 4,379

貸倒引当金の増減額（△は減少） 68,018 12,691

受取利息及び受取配当金 △3,062 △3,048

支払利息 11,239 2,774

為替差損益（△は益） － 2,777

関係会社株式売却損益（△は益） 420,734 －

固定資産売却損益（△は益） △13,486 △8,893

固定資産除却損 448 49

投資有価証券評価損益（△は益） 97,697 －

関係会社株式評価損 － 22,065

店舗閉鎖損失 － 4,969

支払補償損失 － 10,000

売上債権の増減額（△は増加） 313,375 107,021

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,868 △59,506

仕入債務の増減額（△は減少） △103,928 152,724

未払金の増減額（△は減少） △193,038 △18,292

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,179 △27,239

その他 8,622 16,911

小計 469,114 551,071

利息及び配当金の受取額 3,062 3,081

利息の支払額 △11,330 △2,976

法人税等の支払額 △20,960 △21,982

営業活動によるキャッシュ・フロー 439,884 529,194

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △83,248 △123,683

有形固定資産の売却による収入 24,288 18,401

関係会社株式の取得による支出 △11,289 △10,775

関係会社株式の売却による収入 352,000 －

貸付けによる支出 △16,840 －

貸付金の回収による収入 2,040 14,586

敷金及び保証金の差入による支出 △61,967 △116,662

敷金及び保証金の回収による収入 8,859 9,594

その他 △21,811 △18,963

投資活動によるキャッシュ・フロー 192,030 △227,502

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △384,296 △202,461

転換社債型新株予約権付社債の償還による支出 △100,000 △200,000

リース債務の返済による支出 △83,304 △74,745

株式の発行による収入 － 9,878

財務活動によるキャッシュ・フロー △567,600 △467,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,314 △165,543

現金及び現金同等物の期首残高 147,680 211,994

現金及び現金同等物の期末残高 211,994 46,451
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 該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 (１)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 (１)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (２)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

(２)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの  

 移動平均法による原価法 

 また、投資事業組合等への出資金

は、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

時価のないもの  

同左 

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

 主として最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

同左 

  (会計方針の変更) 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

３．固定資産の減価償却の 

方法 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く。）

については、定額法を採用しており 

ます。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  建物 ７年～38年

機械及び装置 ８年～10年

  

  (２)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 なお、主な償却期間は、のれんにつ

いては５年、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能期間

（５年）によっております。 

(２)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 なお、主な償却期間は、自社利用の

ソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）によっておりま

す。  
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項目 
前事業年度

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (３)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一の方法を採用しており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(３)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

同左 

  

  

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

同左 

  (４)長期前払費用 

定額法 

(４)長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(１)貸倒引当金 

同左 

  (２)株主優待引当金 

将来の株主優待券の利用による費用の

発生に備えるため、株主優待券の利用実

績率に基づいて、翌事業年度以降に発生

すると見込まれる額を計上しておりま

す。 

(２)株主優待引当金 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

────── 

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ 

────── 

   ヘッジ対象・・・借入金の利息    

  (３)ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

────── 

  (４)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について、特例処理

の要件を満たしておりますので、有効性

の評価を省略しております。 

────── 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(１)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(１)消費税等の会計処理 

同左  

  (２)転換社債型新株予約権付社債の会計処

理 

 一括法によっております。 

(２)転換社債型新株予約権付社債の会計処

理 

同左  

重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（リース取引に関する会計基準） 

当事業年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が適用されたことに伴い、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（配送費の計上区分） 

工場及び物流センターから直営店舗への製商品の配

送費は、従来、売上原価として処理しておりました

が、当事業年度より販売費及び一般管理費として処理

する方法へ変更いたしました。 

この変更は、直営店舗での販売の重要性が増したこ

とに伴い、工場及び物流センターから出荷された製商

品が直営店舗においてほぼ完売されているという実態

に照らした結果、直営店舗での販売が卸売店舗への販

売と同様の取引と考えられることから、直営店舗への

配送費を卸売店舗への配送費と同様に販売費及び一般

管理費として処理する方法に統一することで、経営成

績をより適切に表示するためのものであります。 

この変更により、従来の処理方法に比べ売上原価が

千円減少、売上総利益及び販売費及び一般管理

費が同額増加しております。なお、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

237,068
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表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

(貸借対照表) 

１．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「短期貸付金」は、当事業年度におい

て、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記しま

した。 

  なお、前事業年度末の「短期貸付金」は23,500千円

であります。 

２．前事業年度まで、固定負債の「長期未払金」として

表示しておりました所有権移転ファイナンス・リース

取引に係る債務については、当事業年度より「リース

債務」として表示しております。 

３．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において、「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」

として掲記されていたものは、当事業年度から「商品

及び製品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しており

ます。 

  なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品」「原

材料」「貯蔵品」は、それぞれ30,119千円、15,854千

円、33,178千円、7,867千円であります。 

  

(貸借対照表) 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当事業年度末の残高は13,784千円）、「短期貸付

金」（当事業年度末の残高は14,202千円）及び「未収

入金」（当事業年度末の残高は9,732千円）は、重要性

が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「関係会社

株式」（当事業年度末の残高は0千円）、「関係会社長

期貸付金」（当事業年度末の残高は0千円）及び「長期

未収入金」（当事業年度末の残高は4,027千円）は、重

要性が乏しくなったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

  

(損益計算書)  

１．前事業年度において営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外収益

総額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲

記しました。なお、前事業年度の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取賃貸料」は、211千円でありま

す。 

２．前事業年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「租税公課」は、営業外費用総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記

しました。なお、前事業年度の営業外費用の「その

他」に含まれる「租税公課」は、2,744千円でありま

す。 

３．前事業年度において特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「店舗閉鎖損失」は、特別損失総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記

しました。なお、前事業年度の特別損失の「その他」

に含まれる「店舗閉鎖損失」は、28,799千円でありま

す。 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日現在） 

当事業年度 
（平成22年９月30日現在） 

※１．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物   千円0

土地 千円407,279

  計      千円407,279

土地 千円373,000

    担保付債務は、次のとおりであります。     担保付債務は、次のとおりであります。 

一年内返済予定の長期借入金    千円64,296

長期借入金    千円138,165

  計 千円202,461

債務保証    千円33,050
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前事業年度 
（平成21年９月30日現在） 

当事業年度 
（平成22年９月30日現在） 

※２．有形固定資産には以下の遊休固定資産が含まれてお

ります。 

土地    千円129,591

※２．有形固定資産には以下の遊休固定資産が含まれてお

ります。 

土地    千円129,591

 ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

 ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 39,050

内容 借入債務 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 33,050

内容 借入債務 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．その他の売上高は、次のとおりであります。 ※１．その他の売上高は、次のとおりであります。 

FCロイヤリティ収入      千円20,869

FCその他収入  

FC加盟金収入 

   千円

  千円

46,530

3,000

計        千円70,400

FCロイヤリティ収入      千円11,371

FCその他収入    千円26,993

計        千円38,364

※２．その他の原価は、次のとおりであります。 ※２．その他の原価は、次のとおりであります。 

FCその他原価       千円38,306 FCその他原価       千円29,343

※３．販売費及び一般管理費の主なもの ※３．販売費及び一般管理費の主なもの 

運賃及び保管料等       千円485,133

給与手当        千円282,712

雑給         千円294,523

地代家賃        千円254,479

減価償却費      千円57,166

運賃及び保管料等       千円549,063

給与手当        千円246,716

雑給         千円337,905

地代家賃        千円347,619

減価償却費 千円72,108

貸倒引当金繰入額 千円1,966

おおよその割合 おおよその割合 

販売費  ％85.1

一般管理費 ％14.9

販売費  ％86.2

一般管理費 ％13.8

※４．固定資産売却益の内容 

機械及び装置         千円10,471

その他 千円3,342

計 千円13,814

※４．固定資産売却益の内容 

機械及び装置         千円9,061

※５．固定資産除却損の内容 

機械及び装置 千円245

工具、器具及び備品 千円203

計 千円448

※５．固定資産除却損の内容 

工具、器具及び備品 千円49
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前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※６．減損損失 ※６．減損損失 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

かすみがうら

工場 
遊休資産 

土地、建物、

構築物、機械

及び装置、リ

ース資産等 

179,402

下仁田工場  遊休資産 

土地、建物、

構築物、機械

及び装置 
73,804

営業店舗 
小売事業用

１店舗 
建物、構築物 2,359

営業店舗 
外食事業用

１店舗 
建物、のれん 6,544

合計     262,111

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

営業店舗 
小売事業用 

２店舗 

建物、長期前

払費用 
4,379

合計     4,379

当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、

原則として、工場、営業店舗及び本社等の共用資

産に分類し、それぞれにおいて独立したキャッシ

ュ・フローを生成する最小単位にグルーピングし

ております。 

遊休資産については、製造拠点の見直し等を実

施した結果、第２四半期会計期間より遊休状態と

なり、また将来における具体的な使用計画がない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。 

その内訳は、かすみがうら工場 千円

（内、土地 千円、建物 千円、構築物

千円、機械及び装置 千円及びリー

ス資産等 千円）、下仁田工場 千円

（内、土地 千円、建物 千円、構築物

千円及び機械及び装置 千円）であります。

179,402

17,964 17,953

28,253 102,976

12,255 73,804

19,220 54,060

249 274

当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原則

として、工場、営業店舗及び本社等の共用資産に分

類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フロ

ーを生成する最小単位にグルーピングしておりま

す。 

 小売事業用直営店舗については、退店の意思決定

をしたことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 なお、営業店舗の回収可能価額は、今後の営業活

動から生じるキャッシュ・フローがマイナスとなる

と見込まれ、かつ、正味売却価額の見積りが困難で

あることから、備忘価額で評価しております。 

 その内訳は、小売事業用２店舗 千円（内、

建物 千円及び長期前払費用 千円）であり

ます。 

4,379

1,829 2,549

小売事業用直営店舗及び外食事業用直営店舗に

ついては、収益性が低下しており、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスと見込まれる店舗について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。

その内訳は、小売事業用１店舗 千円

（内、建物 千円、構築物204千円及びその他

千円）、外食事業用１店舗 千円（内、建

物 千円及びのれん 千円）であります。

2,359

2,092

61 6,544

3,410 3,134

  

なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、土地については固定資産

税評価額を基礎として算出しております。また、

営業店舗の回収可能価額は、今後の営業活動から

生じるキャッシュ・フローがマイナスとなると見

込まれ、かつ、正味売却価額の見積りが困難であ

ることから、備忘価額で評価しております。 
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前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．新株予約権に関する事項 

  （注） １．第２回転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数は、転換社債型新株予約権付社債の残高を新株

予約権の行使価額（転換価額）で除して得られた数を記載しております。 

      ２．第２回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の減少は、転換社債型新株予約権付社債の一部償還によ

るものであります。 

  

当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  （注） 普通株式の株式数の増加600株は、ストック・オプションの行使によるものであります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

  （注） １．第２回転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数は、転換社債型新株予約権付社債の残高を新株

予約権の行使価額（転換価額）で除して得られた数を記載しております。 

      ２．第２回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の減少は、転換社債型新株予約権付社債の全部償還によ

るものであります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式  143,166 －  － 143,166

合計 143,166 －  － 143,166

区分  新株予約権の 
内訳  

新株予約権の
目的となる 
株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末
当事業年度

増加 
当事業年度

減少 当事業年度末 

提出会社  
第２回転換社債型 

新株予約権付社債 
普通株式 19,986 － 6,662  13,324 －

合計 - 19,986 － 6,662  13,324 －

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式  143,166 600  － 143,766

合計 143,166 600  － 143,766

区分  新株予約権の 
内訳  

新株予約権の
目的となる 
株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末
当事業年度

増加 
当事業年度

減少 当事業年度末 

提出会社  
第２回転換社債型 

新株予約権付社債 
普通株式 13,324 － 13,324  － －

合計 - 13,324 － 13,324  － －

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 （平成21年９月30日現在）  （平成22年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定     千円211,994

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
千円－

 現金及び現金同等物       千円211,994

現金及び預金勘定     千円46,451

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
千円－

 現金及び現金同等物       千円46,451
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前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、税効果会計、退職給付、ストック・オ

プション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考え

られるため開示を省略しております。 

  

（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（持分法損益等）

（開示の省略）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額 円8,073.16

１株当たり当期純損失金額 円4,879.52

１株当たり純資産額 円9,546.45

１株当たり当期純利益金額 円1,439.56

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）(千円)  △698,582  206,774

普通株主に帰属しない金額(千円)  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）(千円) 
 △698,582  206,774

 期中平均株式数(株)  143,166  143,638

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

 平成19年６月12日 

 取締役会決議 

平成14年５月14日 

臨時株主総会特別決議 

新株予約権 

(ストック・オプション)  株 4,200

平成16年12月21日 

定時株主総会特別決議 

新株予約権 

(ストック・オプション)   株 595

  

平成14年５月14日 

臨時株主総会特別決議 

新株予約権 

(ストック・オプション)  株 3,600

  

第２回無担保 

転換社債型新株予約権付社債 

（額面金額 千円） 200,000

  

（重要な後発事象）
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該当事項はありません。 

５．その他

（１）役員の異動
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